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添付書類：対象契約一覧表
分　　類：会計－契約
保存期間：１  年

情 本 総 第 ４ ９ ５ 号

　航空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２条の２又は武器等製造法（昭和２８年法律第１４５号）第３条に規定する経済産
業大臣の許可を現に受け、又は当該許可を受けるための申請中である者が一者に限られる航空機若しくは航空機用機器又は武器に係る調
達

　別添の対象契約一覧表に掲げる契約は、次のアからキのいずれかの要件に該当するため、事後の契約を締結する場合には、当該要件を満たす
契約企業との随意契約によって契約することを予定しているものです。それぞれの契約について必要となる要件を満たし、同契約への新規参入
を希望される企業等がありましたら、申し込みに必要な書類を提出先までご提出ください。

令和８年３月３０日

情報本部が行う随意契約への新規参入の申し込みについて

　企業が試作請負業務を（研究試作を除く。）を通じて防衛省と共同して開発した防衛装備品の量産契約であって、当該防衛装備品の製
造に当たって必要となる技術又は設備等を有する企業が一者に限られるもの（開発に係る試作請負業務（研究試作を除く。）において、
下請負企業がその試作請負契約の相手方に納入した、当該防衛装備品を成す特定の機器も含む。）

　過去２カ年度にわたって一者応募・応札となっている調達のうち、契約履行に必要な製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに
検査要領等の企業所有資料）を利用できる者が一者に限られ、防衛省所有資料や一般に公開されている資料等だけでは調達できないもの

　試作請負業務（研究委託を除き、自隊研究を含む。）に付随して実施が必要となる調達のうち、試作品の機能・性能の確認に係る部品
及び支援・役務の調達であって、当該契約を履行できる者が業態調査の結果、一者に限られると類推される場合

　複数の構成品が一体となって機能を発揮する防衛装備品の製造請負業務を数回に分割して発注せざるを得ない場合（当該防衛装備品を
調達する事業について構想し若しくは計画し又は予算を要求する過程において、一体の事業であることが明確であったものを分割したこ
とが明らかなものに限るものとし、当該事業と同時期に発注する構成品及び部品に係る契約並びに当該事業の過程において派生的に追加
発注される契約を除く。）で、当該防衛装備品全体の設計及び製造の全過程を通じて同一の企業の管理下においてシステム・インテグ
レーションが行われなければ製造の目的達成に著しい支障が生じるおそれがあるもの

　契約の履行のために不可欠な日本国内における正当な輸入販売代理権を現に有し、又は履行期限までに当該権利を有する見込みのある
者が一者に限られる防衛装備品に係る一般輸入調達

　契約の履行のために不可欠なライセンスを現に認められ、又は履行期限までにこれを認められる見込みのある日本企業が一者に限られ
るもののうち、当該ライセンスの実施権の取得に外国政府の許可を要しないもの
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掲載
番号

随意契約
による理由

一覧表へ
掲載日

提出先
（問合せ先）

1 ウ 31.3.15
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

2 ウ 31.3.20
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

3 ウ 31.3.20
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

4 ウ 31.3.20
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

5 ウ 31.3.20
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

6 ウ 31.3.20
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

7 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

8 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

9 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

10 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

電波監視解析装置システム維持
独国Saab Medav Technologies社の日本国内における正当な輸入販
売代理権を有し、又は履行期限までに当該権利を有する見込みがあ
ることを証明できること。

ＡＦＰ通信社の日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又
は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できるこ
と。

民間データベースの利用（その２）

英国Oxford Analytica社が運営しているOxford Analytica Daily Brief
全世界版+Global Stress Point Matrixの日本国内における正当な輸
入販売代理権を有し、又は履行期限までに当該権利を有する見込み
があることを証明できること。

民間データベースの利用
英国Jane's社の日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又
は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できるこ
と。

ＡＦＰ通信速報
ＡＦＰ通信社の日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又
は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できるこ
と。

国際軍事情報サービスの提供
ＡＦＰ通信社の日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又
は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できるこ
と。

対象契約一覧表

民間データベースの利用（その１４）
一般社団法人共同通信社が運営している共同通信社　ClueⅣジェネ
ラル速報ニュースの日本国内における正当な販売権を有し、又は履
行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できること。

ニュースサービスの提供（その１）

該当する契約 新規参入の申し込みに必要となる要件

英国Jane's社の日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又
は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できるこ
と。

軍事データベースの利用

民間データベースの利用（その６）
米国Lexis Nexis社が運営しているLexis Advanceの日本国内におけ
る正当な輸入販売代理権を有し、又は履行期限までに当該権利を有
する見込みがあることを証明できること。

民間データベースの利用（その１２）

英国アセンパ・リミテッド社が運営しているAfrica Confidential,Plus
Africa-Asia Confidentialの日本国内における正当な輸入販売代理権
を有し、又は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証
明できること。
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掲載
番号
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による理由

一覧表へ
掲載日

提出先
（問合せ先）

11 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

12 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

13 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

14 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

15 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

16 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

17 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

18 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

対象契約一覧表

民間データベースの利用（その２２）

仏国AFRICA INTELLIGENCE社が運営しているAFRICA
INTELLIGENCEの日本国内における正当な輸入販売代理権を有
し、又は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明で
きること。

該当する契約

民間データベースの利用（その１８）

一般財団法人日本エネルギー経済研究所が運営している日本エネ
ルギー経済研究所情報会員、ＥＤＭＣエネルギーデータバンク及び
日本エネレルギー経済研究所中東研究センター普通会員の日本国
内における正当な販売権を有し、又は履行期限までに当該権利を有
する見込みがあることを証明できること。

新規参入の申し込みに必要となる要件

民間データベースの利用（その１７）

英国エコノミスト・インテリジェンス・ユニット社が運営しているEIU
Viewpoint及びOperational Risk(旧Risk Briefing Global)の日本国内に
おける正当な輸入販売代理権を有し、又は履行期限までに当該権利
を有する見込みがあることを証明できること。

プレスリーダーの利用
米国PressReader社が運営しているPressReaderの日本国内における
正当な輸入販売代理権を有し、又は履行期限までに当該権利を有
する見込みがあることを証明できること。

ニュースサービスの提供（その２）
米国ＡＰ通信社及び英国ロイター通信社の日本国内における正当な
輸入販売代理権を有し、又は履行期限までに当該権利を有する見込
みがあることを証明できること。

民間データベースの利用（その２4）
露インテルファクス通信社が運営しているInterfax-Military News
Dailyの日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又は履行
期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できること。

民間データベースの利用（その２５）
英国IISSが運営しているIISS(International Institute for Strategic
Studies)の日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又は履
行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できること。

民間データベースの利用（その２７）
一般社団法人共同通信社が運営している海外リスク情報の日本国内
における正当な販売権を有し、又は履行期限までに当該権利を有す
る見込みがあることを証明できること。
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19 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

20 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

21 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

22 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

23 キ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

24 ウ 4.2.28
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

25 キ 5.3.2
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

26 キ 5.3.2
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

内外動向資料の提供

一般社団法人ラヂオプレスが運営しているロシア政策動向、中国内
外同行及び北朝鮮政策動向の日本国内における正当な販売権を有
し、又は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明で
きること。

対象契約一覧表

該当する契約 新規参入の申し込みに必要となる要件

国外ニュースの取得（日報及び国際テ
ロ・イラク関連情報）

一般社団法人ラヂオプレスが運営しているＲＰ北朝鮮ニュース、ＲＰ中
国ニュース、ＲＰロシアニュース、ＲＰベトナム関連ニュース、ＲＰロシア
極東ニュース、モニタリング情報：台湾ニュース及び国際テロ・イラク関
連ニュースの日本国内における正当な販売権を有し、又は履行期限
までに当該権利を有する見込みがあることを証明できること。

監視警報装置保守点検

自衛隊情報本部が使用している監視警報装置セコム（GOB-104、
GOB-112、GOB-113）に関する製造図書を保有し、かつ、官側の指
定する場所において役務が履行できる技術能力及び設備等を証明
できること。

監視警報装置GOB-110保守点検
自衛隊情報本部が使用している監視警報装置セコム（GOB-110）に
関する製造図書を保有し、かつ、官側の指定する場所において役務
が履行できる技術能力及び設備等を証明できること。

収集システムの保守ライセンス
Ansys Government Initiatives社が運営しているSystems Tool
Kit(STK)の日本国内における正当な輸入販売代理権を有し、又は履
行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できること。

ニュース速報の利用
一般社団法人ラヂオプレスが運営しているモニタリングニュース速報
の日本国内における正当な販売権を有し、又は履行期限までに当該
権利を有する見込みがあることを証明できること。

国際テロ関連日報

一般社団法人ラヂオプレスが運営しているアラビア語モニタリング情
報：国際テロ関連日報の日本国内における正当な販売権を有し、又
は履行期限までに当該権利を有する見込みがあることを証明できるこ
と。

原動機（３号・４号）点検整備（常用発電
機用原動機）

自衛隊喜界島通信所が使用しているヤンマー(株)社製ディーゼル機
関（型式：12LALC-ST 定格出力　442kw）に関する製造図書を保有し
ていること。
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一覧表へ
掲載日

提出先
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27 キ 5.3.2
会計課契約係
03-3268-3111

内線31752

対象契約一覧表

該当する契約 新規参入の申し込みに必要となる要件

監視警報装置（GOB-115)保守点検整備
自衛隊情報本部が使用している監視警報装置セコム（GOB-115）に
関する製造図書を保有し、かつ、官側の指定する離島において役務
が履行できる技術能力及び設備等を証明できること。


